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特集　鉄道技術の開発ストーリー

　地震の発生頻度の高い日本において，鉄道は耐震設計，耐震補強などさまざまな
地震対策をとっています。特に新幹線は高速で走行するために，より高い安全性が
求められてきました。ここでは，鉄道における地震時の減災を目的に，地震波を検
知して速やかに列車を制御する新幹線の早期地震防災システムに焦点を絞り，その
変遷と現行の地震防災システムの概要を説明するとともに，システムの開発に関わ
る技術的ポイントや課題克服の過程を紹介したいと思います。
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に約20km間隔で設置し，大きな揺れ

を検知した際に列車を自動停止するも

のです。地震時に人の手を介さず自動

的に列車を制御するという観点から，

画期的なシステムであったと考えるこ

とができます。その後1982年，東北

新幹線が盛岡まで開通するタイミング

で，海岸線検知システムが導入されま

した。このシステムは，海溝型の大地

震から新幹線を守るために，関東から

東北地方の海岸線に100km弱の間隔

で地震計を設置し，これらが大きな揺

れを検知した際に，列車を自動停止す

るものです。沿線に大きな揺れが到達

する前に警報を出力するため，最初の

早期地震警報システムと位置付けるこ

とができます。

早期地震防災システムの変遷
　地震発生時に地震波を速やかに検知

し，鉄道への影響が危惧される際に，

早期に列車を制御することができれば，

鉄道の地震被害低減に大きく寄与する

と考えられます。特に高速で走行する

新幹線では，その減災効果は高いと考

えられます。このような背景のもと，

新幹線では開業直後より，沿線で大き

な揺れを検知して自動で運転制御を行

う地震防災システムが導入され，その

後，大きな揺れの到達前に新幹線を停

止させる“早期”地震防災システムが

導入・運用されてきました1）（図1）。

　新幹線の最初の地震防災システムは，

1965年に東海道新幹線に導入されま

した。このシステムは，地震計を沿線
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図1　早期地震防災システムの概念6）
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　さらに1980年代から，より早いタ

イミングで警報を出力するための研究

が進み，1992年，微弱な初期微動で

あるP波を利用した警報システム，ユ

レダスが東海道新幹線に導入されまし

た。ユレダスは，1観測点のP波デー

タを分析して早期地震警報を出力する

世界初の実用システムです。具体的に

は，P波部分3秒のデータを用いてマ

グニチュードと震央を求め，M－⊿

図と呼ばれる鉄道の地震被害を推定す

る経験式を用いて警報出力の判断をし

ます。P波を用いることで，従来のシ

ステムに比べて警報の余裕時間を増大

させることが可能となりました（図2）。

また1998年には，沿線近傍で発生し

た地震に対応するためのコンパクトユ

レダスが開発され，以降，東北新幹線，

上越新幹線，長野新幹線に導入され，

2004年に発生した新潟県中越地震の

際には速やかに動作したことが報告さ

れています2）。

　一方，1990年代半ばより，リアル

タイム地震学が発展し，同時に日本で

は高密度な地震観測網が整備され，地

震に対してさまざまな知見やデータが

得られるようになってきました。これ

らを反映させ，ユレダスをさらに高度

化したものが現行の早期地震防災シス

テム（以下，現行システム）です3），4）。

　現行システムは，単独で警報判定を

行う早期警報用地震計と，各地震計の

情報を中継，監視する中継システムか

ら構成されています（図3）。一般的に

地震計は，センサーと処理部本体から

構成されます。早期警報用地震計は現

行システムの前身であるユレダスと同

様に，処理部がS波警報とP波警報の

機能を持っています。S波警報は，新

幹線開業当初の地震防災システムや海

岸線検知システムの流れを汲
く

むもので，

地震計が大きな揺れを検知して，あら

かじめ定められた区間の新幹線を止め

ます。P波警報は，P波を利用して早

期に新幹線を止めます。地震諸元（マ

グニチュード，震央位置）を推定する

アルゴリズムはユレダスとは異なる

ものが開発され，最短1～2秒で警報

を出力できるようになりました（図4）。

さらに，ネットワークを介してほかの

地震計の推定データを受けて，制御を

行う機能も追加されました。2004年よ

り九州新幹線に導入され，現在，すべ

ての新幹線に現行システムが導入され

ています。2011年の東北地方太平洋沖

地震の際も，現行システムが有効に機

能したことが報告されています5）。以

下，現行システムの開発の過程を紹介

します。

早期警報用地震計の開発
　2000年頃より，早期警報用地震計

で用いるアルゴリズムの開発が始まり

ました。ユレダスからの最大の改良ポ

イントは，震央距離とマグニチュード

を推定する順序とその手法が変わった

ことです。ユレダスでは，まず地震波

の卓越周期よりマグニチュードを推定

し，次に推定されたマグニチュードと

地震波の振幅を用いて震央距離を求め

ます。これに対して，早期警報用地震

計のアルゴリズムでは，初めに震央距

離を推定し，次に推定された震央距離

と振幅を用いてマグニチュードを求め

ます。この推定順序の変更は以下の理

由によります。

　大きな地震では，断層の破壊が時間

とともに拡大します。マグニチュード

図3　現行の早期地震防災システムの構成

図2　ユレダスにおける地震情報の推定方法6）

図4　新しい地震計における地震情報の推定方法6）
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は破壊領域の大きさに対応付けられる

値であるため，このようなケースでは

時間の経過とともにマグニチュードが

徐々に増加することになります。大き

な地震の際は，時間の経過に従い，マ

グニチュードを繰り返し推定すること

が適切と考えられます。そこで，安定

した繰り返し計算ができるように，初

めに震央距離を求め，この値に基づき

マグニチュードを逐次推定できるよう

にしました。この方法により，マグニ

チュードの適切な評価が可能となりま

した。アルゴリズム開発に関わる裏話

は文献6）に記述されています6）。

　早期警報用地震計もユレダス同様に，

1点の情報で警報判断をするため，誤

報対策が重要になります。特に，地震

でない振動に対して誤って警報を出力

し，列車を停止させないように，地

震と地震以外のさまざまな振動（以

下，ノイズ）を見分ける機能が大きな

役割をはたしています。新しいアルゴ

リズムではこの機能の強化を行いまし

た。このアルゴリズムを開発・検証す

るためには，地震波データのみならず

ノイズデータが必要になります。ただ

し，ノイズのデータは通常，不要な

データとして扱われ，一旦地震計に記

録されても，その後多くは削除されて

しまうため，まとまったデータセット

がありませんでした。そこで，新幹線

や在来線の地震計で記録されたデータ

を集め，整理し，データセットを作成

しました。整理されたノイズデータは

2000波にも及びました。これらのデー

タは以降も繰り返し活用できるように

フォーマットや管理方法を定めました。

早期警報用地震計は，これらの貴重な

データを活用することにより，ノイズ

識別性能の向上を図っています。

　開発された各種アルゴリズムは，実

際の地震計の中で時間遅れなくリア

ルタイムで稼働しなければなりませ

ん。このため，開発したアルゴリズム

を組み込んだ，地震計の実証機を製作

し，動作の確認を行いました。ただし，

実証機とはいえ，最終的には新幹線を

対象としたシステムに使用されること

が前提ですので，慎重に検討を行う必

要があります。アルゴリズムの仕様上，

地震検知およびP波推定をリアルタイ

ムで演算する必要があります。ユレダ

スでは処理部に商用コンピューターを

使用していましたが，早期警報用地震

計ではさらに高速で演算処理が可能な

専用処理装置を用いる必要がありまし

た。しかし専用処理装置を使用した

経験が無かったため，どのような仕

様の処理部が必要なのか，当時不明で

あったため，早期警報用地震計と同じ

CPUで稼働するリアルタイムOS上で

動作するプログラムを用いて実証試験

を行いました。その結果，アルゴリズ

ム仕様書で定められた時間以内で処理

が可能であることを確認しました。こ

の段階で処理部本体に必要な性能が明

らかになり，これを受け，受注生産メー

カーに早期警報用地震計の製作を依頼

しました。

　また，ユレダスでは，大地震のP波

推定の精度向上のために速度計が必要

とされ，加速度計，速度計のセットで

地震観測が行われていました。実証機

では，ユレダスと同様に加速度計と速

度計を用いていました（図5左）が，各

種検討の結果，新しいアルゴリズムで

は加速度計のみで精度が保証されるこ

とが確認できました。

　実証機製作の経験を踏まえて，早期

警報用地震計の最終的な構成が決定さ

れ，ようやく早期警報用地震計の実用

機の開発が始まりました。早期警報用

地震計は実証機と異なり，可用性，保

守性を考慮して，他機関で使用実績の

ある地震計をベースに開発を行いまし

た。ただし，地震計の改修を行うた

め，地震計動作が不安定にならないよ

う，細心の注意を払いメーカーと開発

を行いました。

　地震計改修の主な内容は，各種アル

ゴリズムを地震計処理部本体に実装す

るソフトウェア改修と，ハードウェア

改修です。ハードウェア改修の具体的

な内容は，加速度計と地震計処理部の

データ伝送方式を，アナログ方式から

ノイズ環境下でも安定的に伝送できる

デジタル方式に変更した点があげられ

ます。以上の経緯で，新幹線専用の地

震計実用機が開発されました（図5右）。

図5　早期警報用地震計（左：実証機，右：実用機）
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中継システムの進化
　中継システムは地震計の情報の集約

およびほかの地震計への中継配信を制

御する中継サーバーと，地震および機

器動作の監視を行う監視端末の2種類

に大別されます。中継サーバーの機能

は大きく分けて，地震計からの情報を

集約し，ほかの地震計へ配信する情報

配信機能と，地震計の動作記録を保存

する情報記録機能，さらに地震計保守

のための遠隔操作や，地震計記録デー

タを回収するサービス機能に分類され

ます。当初中継システム全体を開発コ

ストの低いWindowsベースで構築す

ることを検討しました。しかし，鉄

道事業者と検討した結果，セキュリ

ティー・信頼性の観点から中継サー

バーのみデータセンターなどで使用さ

れている汎用OSで構築することにし

ました。

　地震計・中継サーバー間の通信方式

については，2004年の九州新幹線開業

までの短い開発期間を考慮し，地震計

メーカーで実績のある通信仕様を採用

しました。P波推定情報を伝送するた

めには80バイトのデータサイズが必要

ですが，この仕様は40バイトであった

ため，2回に分けて通信をする必要が

ありました。当時の九州新幹線は地震

計の台数が少ない小規模なシステムの

ため，実用上問題はありませんでした。

しかし，その後，大規模なシステムへ

の対応に備えて，2005年に鉄道総研，

かの沿線地震計が警報判断に活用でき

るよう，新たな仕様の追加を行いまし

た。この仕様をもとに地震計を製作す

ることによって，複数の地震計メーカー

が混在する地震防災システムの構築が

可能となりました。

信頼性と性能向上に向けたそ
の後の展開

　地震計動作の障害となる電波雑音に

対する耐性を向上することは，早期地

震防災システム全体の信頼性を向上

させるために重要な課題です。そこ

で2008年，当時の地震計の電波雑音

に対する耐性を評価し，改良のポイン

トを明らかにするために国際規格に

準拠したEMC試験を実施しました8）

（図6）。そこで，関係メーカーと協力

し，EMC試験をクリアした地震計を

開発しました。この地震計は，これま

で北陸新幹線（長野～金沢間），北海

道新幹線そして首都圏新都市鉄道に導

入されており，今後，他路線において

も導入が見込まれます。

　また，上記と並行して，地震諸元推

定の精度と即時性の向上を目指した

アルゴリズムの改良，開発も行われ9），

ハードウェア，ソフトウェア両面の性

能向上を目指しています。

おわりに
　現行システムの研究開発および実機

製作にあたり，メーカー構成および多

くの仕様の変更を行いました。限られ

た時間の中で実行できたのは，ユレダ

スの経験が大きく貢献したと考えてい

ます。また，現行システムが新幹線に

導入されて間もなく10年となります。

その間に沿線地震計増設，新幹線延伸

に伴う沿線・海岸地震計の増設，緊急

地震速報の導入が実施されるなど，シ

ステムは着実に成長しています。

　このシステムが長期にわたり維持さ

れ，安定稼働する背後には，日々シス

テムの監視をし，メンテナンスをする

関係者の努力が存在します。また，実

運用を通じてのさまざまなフィード

バックが機能向上の原動力となってい

ます。これからも，皆様の期待に応え

られるよう，早期地震防災システムの

研究開発に取り組んでいきたいと考え

ます。

図6　地震計EMC試験

地震計メーカー，中継シ

ステムメーカーによる検

討の結果，鉄道専用の通

信方法が必要との結論に

至り，1回の通信で必要

な情報を伝送することを

基本とした通信仕様を鉄

道総研が策定しました7）。

また，震源に近い沿線地

震計のP波推定情報をほ


